
報告第１号 

国民健康保険料の軽減に係る所得判定基準の改定について

低所得者世帯の保険料については、所得の合計額に応じて応益割（均等割＋平等割）

を軽減している。 

〔 国民健康保険料 ＝ 応能割（所得割）＋  応益割（均等割+平等割） 〕 

●軽減が受けられる世帯の合計所得の上限額 

軽減 
割合 

算定内容 

７割 現 行 ４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数－１）以下 

５割 

現 行 
４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数－１）＋２９万円

×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下 

改正案 
４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数－１）＋２９．５

万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下 

２割 

現 行 
４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数－１）＋５３．５

万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下 

改正案 
４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数－１）＋５４．５

万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下 

※ 特定同一世帯所属者とは、国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行した後

も継続して同一の世帯に属する者をいう。 

（例）夫婦と子ども２人の世帯で給与収入のみ（給与所得者が１人）の場合 

５割軽減 ２割軽減 

現 行 
合計所得 １５９万円以下 

（給与収入 約２３８．７万円以下）

合計所得 ２５７万円以下 

（給与収入 約３７６．３万円以下）

改正案 
合計所得 １６１万円以下 

（給与収入 約２４１．５万円以下）

合計所得 ２６１万円以下 

（給与収入 約３８１．５万円以下）


